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平成 26 年度決算に基づく健全化判断比率に係る審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 3 条第 1 項に基

づき，平成 27 年 8 月 5 日付け 27 善市第 1898 号で審査に付された表題の件について，別

紙のとおり意見を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成 26 年度善通寺市健全化判断比率審査意見書 

 

第１ 審査の対象 

     平成 26 年度決算に基づく実質赤字比率，連結実質赤字比率，実質公債費比率， 

将来負担比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

   平成 27 年 8 月 6 日から 8 月 13 日まで 

 

第３ 審査の方法 

   この審査は，市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項 

を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

第４ 審査の結果 

（１）総合意見 

   審査に付された健全化判断比率及びその算定の基準となる事項を記載した書類は， 

  いずれも適正に作成されているものと認められた。今後，厳しい地方財政の状況を踏

まえ，引き続き効率的な財政運営に努められたい。 

   審査に付された健全化判断比率は以下のとおりである。 

 

（単位：％） 

健 全 化 判 断 比 率 平成 26 年度 早期健全化基準 

① 実 質 赤 字 比 率 － 13.77 

② 連結実質赤字比率 － 18.77 

③  実質公債費比率 8.0 25.0 

④  将 来 負 担 比 率 － 350.0 

 ※実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合，将来負担比率がマイナスの場合，各比率

を「－」と表示している。 
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（２）個別意見 

  全ての比率は早期健全化基準を下回っている。 

  なお，下記の点について意見を述べる。 

 ① 実質公債費比率は，平成 25 年度の 10.1 より小さく，健全化比率の報告が始まった

平成 21 年度以来減少を続け，一段と地方債の償還及び債務負担行為等の健全化がな

されている。 

 

 ② 将来負担比率は，平成 25 年度と同じくマイナスとなり，健全化比率の報告が始ま

った平成 21 年度以来減少を続け，一段と公社及び一部事務組合等を含めた地方債の

償還及び債務負担行為の健全化がなされている。 

 

 ③ 土地開発公社の負債に係る計数において，一部，検討を要する項目がみられたので

留意されたい。 

 

第５ 財政指数の状況 

 ① 実質赤字比率は一般会計を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率であ

る。 

           一般会計の実質赤字額 

  実質赤字比率＝                 ×100 

              標準財政規模 

 

             672,835  千円 

                   ×100 ＝8.47% 

            7,937,408  千円 

一般会計の実質収支額は 6 億 7,283 万 5 千円の黒字であり，実質赤字比率は 

  負の値で表示されて－8.47%である。 

 

② 連結実質赤字比率は，全会計（一般会計及び特別会計）の実質収支と資金剰余額 

の合計が赤字の場合の標準財政規模に対する比率である。 

              連結実質赤字額 

  連結実質赤字比率＝              ×100 

               標準財政規模 
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             1,577,776  千円 

                    ×100 ＝19.87% 

             7,937,408  千円 

全会計の実質収支額は 15 億 7,777 万 6 千円の黒字であり，連結実質赤字比率は負の

値で表示されて－19.87%である。 

 

③ 実質公債費比率は，一般会計等（一部事務組合を含む。）が負担する元利償還金 

及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率の最近３か年の平均値である。 

        （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－ 

        （特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

実質公債費比率＝                            ×100 

 （3 か年平均） 標準財政規模－ 

         （元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

平成 26 年度（単年度） 

           1,563,289－1,131,020  千円 

                 ×100 ＝6.24612% 

           7,937,408－1,016,805   千円 

 

            平成 24 年度     9.28153%  

  実質公債費比率＝  平成 25 年度     8.51564% 8.0% 

            平成 26 年度     6.24612% 

 

実質公債費比率は 8.0％で，早期健全化基準の 25.0％を下回っている。 

 

④ 将来負担比率は，一般会計等（一部事務組合，地方公社等を含む。）が将来負担 

すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である。 

     将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る 

            基準財政需要額算入見込額） 

将来負担比率＝                             ×100 

     標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

 

         17,442,368－18,647,516  千円 

                ×100 ＝ －17.4% 

        7,937,408－1,016,805    千円 

将来負担比率は－17.4%で，早期健全化基準の 350.0%を下回っている。 
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